
環境デュー・ディリジェンス 
良品計画グループは、「良品計画グループ 環境方針」に基づき、環境デュー・ディリジェンス(DD)

の仕組みを構築し、サプライチェーン全体における環境への負の影響を特定、評価、予防・軽減するこ

とに努めています。環境 DD 実施に向けた 2030 年までのロードマップを策定し、1）主要事業のバリュ

ーチェーン全体のリスク評価、2）最重要原料のバリューチェーン全体のリスク評価と、3）TNFD の

LEAP アプローチに沿った綿原料の LE 評価を実施しました。 

 

1）主要事業のバリューチェーン全体のリスク評価 

主要事業である衣服・雑貨、生活雑貨、食品の 3 つの事業のバリューチェーン全体において、潜在的に

どのように自然に依存し、影響を与えているか、評価ツール(ENCORE)を用いて評価しました。その結

果、3 事業に共通して、植物由来原料の調達段階において幅広く自然環境に影響を与える、または依存

していることがわかりました。また生活雑貨では、プラスチック製品や紙・木製製品、金属・家電製品

のバリューチェーン全体で気候変動および水資源への影響が大きいことがわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2）最重要原料のバリューチェーン全体のリスク評価 

Science Based Targets Network（SBTN）が提供する自然への影響が大きいとされるコモディティ（原

料）の一覧（High Impact Commodity List）を参照し、良品計画の 3 つの主要事業それぞれにおいて主

力製品に関連している綿、木材、紙、パーム油、コーヒーを最重要原料として特定しました。5 つのコ

モディティのバリューチェーン全体を評価ツール（ENCORE）で評価し、さらに文献を参照しながらそ

れぞれの重要課題を整理しました。いずれのコモディティにおいても原料生産において環境へ負の影響

を与えるリスクが高く、土地改変および農薬や肥料による汚染のリスクが共通してみられました。 

 

1. 綿の重要課題と評価結果 (赤枠を重要課題とする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 木材の重要課題と評価結果 (赤枠を重要課題とする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3. 紙の重要課題と評価結果 (赤枠を重要課題とする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  パーム油の重要課題と評価結果 (赤枠を重要課題とする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.  コーヒーの重要課題と評価結果 (赤枠を重要課題とする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3）LEAP アプローチに沿った綿の LE 評価 

上記 5 つのコモディティのうち、当社ビジネスにおいて特に影響が大きいと想定される綿製品のサプラ

イチェーン上流（Tier 1~3）の拠点について、自然関連非財務開示タスクフォース(TNFD）が開発・提

唱する LEAP アプローチの LE 評価を実施しました。LEAP アプローチとは、自然との接点や依存と影

響、リスクと機会などの自然関連課題を評価するための統合的なアプローチです。「Locate：発見す

る」、「Evaluate：診断する」、「Assess：評価する」、「Prepare：準備する」の 4 つのフェーズで構成され

ています。 

 

Locate のフェーズでは、事業活動と自然との接点が、生物多様性の保全上重要な地域を特定します。無

印良品の綿製品のサプライチェーン上流（Tier1~3）は、ベトナム、インド、カンボジアなどを含む南

アジアから東アジアにかけて分布しています。これらの拠点について、生態学的に繊細なエリアに位置

する拠点を特定するためにセンシティビティ評価を実施しました。評価対象拠点は、①調達割合が多い

か、②拠点の位置がバランスよく散在しているかという観点で選定しました。全拠点に対する評価対象

拠点のカバー率は、取り扱い綿重量で Tier1（縫製工場）の 36%、Tier2（生地製造工場）の 49%、

Tier3（紡績工場）の 46%です。 

 

5 つの指標：①生物多様性の重要性、②生態系の完全性（高い完全性）、③生態系の完全性（急速な低

下）、④生態系サービスの提供重要性、⑤物理的な水リスクについて、それぞれ評価ツール※1,2,3,4,5 を用

いて 5 段階（Very Low/Low/Middle/High/Very High）で評価しました。評価の結果、いずれの拠点に

おいても High 以上の項目が 1 つ以上あり、生物多様性やそこから生まれる生態系サービスへ影響・依

存していることが想定されます。 

 

主な評価対象拠点と評価結果 

 



 

※1 World Database on Protected Area (WDPA)、Key Biodiversity Area (KBA)、IUCN Red List of Threatened Species を用い、保全重

要度が高い地域との近接性を評価しました。 

※2 Biodiversity Intactness Index、IUCN Red List of Ecosystem database を用い評価しました。 

※3 Biodiversity Intactness Index を用い評価しました。 

※4 ENCORE、LANDMARK を用いて、先住民族コミュニティや地域社会を含む、生態系サービスの重要性を評価しました。 

※5 Aqueduct を用い、渇水や水質汚染の懸念を評価しました。 

 

Evaluate のフェーズでは、Locate の評価結果について自社固有の事情を考慮して再評価し、組織にとっ

て潜在的に重要な自然への依存関係とインパクトを把握します。Tier3 については、一部の拠点でラム

サール条約湿地に近接している、または水質に関するリスクが想定されますが、紡績の工程における排

水の量・質を鑑みると、負の影響は大きくないと想定されます。一方、Tier2 の拠点は染色工程におい

て、他の Tier の拠点よりも水消費が多く、また排水による近隣地域の水質汚染が懸念されるため、重点

的に詳細把握、リスク低減の施策、およびモニタリングなどの環境 DD を実施していく必要があるとわ

かりました。Tier1 の拠点は、Tier2 よりも水使用量が多くないものの、ラムサール条約湿地や絶滅リス

クのある生物の生息地、地域コミュニティの生活圏に近いエリアにおいては、同様に環境 DD を実施し

ていく必要があるとわかりました。より詳細な依存・インパクトの特定は、今後実施していく予定です
※6。 

※6 Evaluate のフェーズのうち E1 を実施し、E2～4 は未実施です。 


